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研究会設置要綱①

１ 趣 旨

令和５年度から地⽅公務員の定年が段階的に引き上げられることを踏まえ、各地⽅公共団体においては、必要な⾏政
サービスを将来にわたり安定的に提供できる体制を確保するため、中⻑期的な視点での採⽤・退職管理のあり⽅について
検討する必要がある。
本研究会においては、各団体における今後の検討に資するため、各団体の検討状況を把握しながら、定年引上げに伴う

定員管理に関する留意点について、調査研究を⾏うこととする。

２ 名 称

本研究会の名称は、「定年引上げに伴う地⽅公共団体の定員管理のあり⽅に関する研究会」（以下「研究会」とい
う。）とする。

３ 研究項⽬

研究会は、地⽅公共団体の定員管理に関して、以下の項⽬について研究を⾏う。
（１）定年引上げによる影響と採⽤・退職管理上の課題
（２）定年引上げ後の60歳以降の働き⽅の動向
（３）新規採⽤等必要な採⽤のあり⽅
（４）定年引上げに伴う採⽤・退職管理のあり⽅を検討する際の考え⽅
（５）地⽅公共団体の定員管理に係る検討状況

４ 構成員

研究会の構成員は別紙のとおりとする。
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研究会設置要綱②

５ 座 ⻑

（１）研究会に、座⻑１⼈を置く。
（２）座⻑は、会務を総理する。
（３）座⻑に事故があるとき⼜は座⻑が⽋けたときは、座⻑が指名する者が、その職務を代理する。

６ 議 事

（１）研究会の会議は、座⻑が招集する。
（２）座⻑は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意⾒を聴取することができる。
（３）座⻑は、必要があると認めるときは、研究会構成員等による実態調査やワーキングチームの編成による研究会資料

等の作成を⾏わせることができる。

７ 雑 則

（１）研究会の庶務は、総務省⾃治⾏政局公務員部給与能率推進室において処理する。
（２）本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座⻑が定める。
（３）研究会の会議は、原則として公開しないが、会議の終了後、配布資料を公表するとともに、議事概要を作成し、

これを公表するものとする。ただし、座⻑が必要があると認めるときは、配布資料の⼀部を⾮公開とすることができる。
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構成員名簿（別紙）

浅⽻ 隆史 （成蹊⼤学法学部教授）

⾦﨑 健太郎（武庫川⼥⼦⼤学経営学部教授）

曽我 謙悟 （京都⼤学⼤学院法学研究科教授）

髙⽊ 浩⽂ （滋賀県総務部次⻑）

⻄村 美⾹ （成蹊⼤学法学部教授） 【座⻑】

松井 望 （東京都⽴⼤学都市環境学部教授）

森屋 重吾 （宮崎市総務部⼈事課⻑）

（五⼗⾳順、敬称略）
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研究会における主な研究内容について



研究会テーマと想定スケジュール

研究会においては、下記の事項を調査研究し、定年引上げに伴う地⽅公共団体の定員管理に関する留意点をとりまとめる。
（１）定年引上げによる影響と採⽤・退職に係る課題
（２）定年引上げ後の60歳以降の働き⽅の動向
（３）新規採⽤等必要な採⽤のあり⽅
（４）定年引上げに伴う採⽤・退職のあり⽅を検討する際の考え⽅
（５）地⽅公共団体の定員管理に係る検討状況

２ 研究内容

３ 想定スケジュール

１ 趣旨・⽬的

令和５年度から地⽅公務員の定年が段階的に引き上げられることを踏まえ、各地⽅公共団体においては、必要な⾏政サービスを将来にわた
り安定的に提供できる体制を確保するため、中・⻑期的な視点での採⽤・退職のあり⽅について検討する必要がある。
本研究会においては、各団体における今後の検討に資するため、各団体の検討状況を把握しながら、定年引上げに伴う定員管理に関する

留意点について、調査研究を⾏うこととする。

・R３年８⽉〜翌3⽉ 計５回開催、令和４年３⽉を⽬処に報告書とりまとめ
第１回 ( ８⽉) 令和２年度定員管理調査結果等、定年引上げの概要、定年引上げに伴う定員管理に関する論点、研究会の進め⽅
第２回 (10⽉)  モデル団体調査の報告、モデル団体調査を踏まえた留意点の検討、検討状況調査の概要説明
第３回 (11⽉) モデル団体調査の報告、モデル団体調査を踏まえた留意点の検討
第４回 (12⽉) 定年引上げに伴う定員管理のあり⽅を検討する際の考え⽅、検討状況調査結果の報告
第５回 ( ２⽉) 報告書案
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令和３年
８⽉６⽇

【第１回研究会】
① 令和２年度定員管理調査結果等
② 定年引上げの概要
③ 定年引上げに伴う定員管理に関する論点
④ 研究会の進め⽅

（モデル団体調査の概要等）

【第２回研究会】
① モデル団体調査の報告

・職種ごとの現状(年齢構成等）
・定年引上げによる影響
・60歳以降の働き⽅の動向

② ①を踏まえた留意点の検討
③ 検討状況調査の概要説明

【第３回研究会】
① モデル団体調査の報告

・新規採⽤等必要な採⽤のあり⽅
② ①を踏まえた留意点の検討

【第４回研究会】
① 定年引上げに伴う定員管理のあり⽅を検討する

際の考え⽅
※第２回、第３回の内容を踏まえ、留意点に
ついて議論を⾏う。

② 検討状況調査結果の報告

【第５回研究会】
① 報告書（案）

10⽉

11⽉

12⽉

令和４年
２⽉

Ⅰ モデル団体調査（８⽉〜10⽉）
① 職種ごとの現状把握

・年齢構成等
② 定年引上げによる影響

・職種ごとの影響把握
③ 60歳以降の働き⽅の動向を踏まえた退職者数

の⾒込み
・60歳以降の職員の配置⽅針
・職員の動向把握

④ 新規採⽤等必要な採⽤のあり⽅
・現在の採⽤状況（採⽤区分別、職種別）
・職種ごとの定年引上げ前後の年齢構成
・職種ごとの業務動向
・年齢構成や業務動向等を踏まえた必要な

新規採⽤数
⑤ ①〜④を踏まえた採⽤・退職計画(案)の策定

研究会 モデル団体調査・検討状況調査

Ⅱ 検討状況調査（10⽉〜11⽉）
① 地⽅公共団体の定員管理に係る検討状況

・採⽤・退職計画の策定状況
・定員管理に係るこれまでのスタンスと今後の⽅針

定年引上げに伴う地方公共団体の定員管理のあり方に関する研究会の進め方
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令和２年度定員管理調査結果等



〔地⽅公共団体定員管理調査（令和2年4⽉1⽇現在）〕

○ 地⽅公共団体の総職員数は、276万2,020⼈

○ 国が定員に関する基準を幅広く定めている教育部⾨、警察部⾨、消防部⾨、福祉関係が総職員数の約２／３

全地⽅公共団体

都道府県

市町村等

※⼀部事務組合を含む

※国が定員に関する基準を幅広く定めている部⾨

教育、警察、消防、福祉※
1,852,368⼈

(67.1%)

⼀般⾏政
234,302⼈
（16.7%）

教育、警察、消防、福祉
1,146,050⼈
（81.7%）

教育、消防、福祉

706,318⼈
（51.9%）

⼀般⾏政
693,347⼈
（51.0%）

⼀般⾏政
927,649⼈
（33.6%）

地方公共団体の部門別職員数の状況（令和２年４月１日現在）
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地⽅公共団体の職員数の推移（各年４⽉１⽇現在）

○ 総職員数は、対前年⽐で21,367⼈増加し、276万2,020⼈。平成６年をピークとして、平成28年
まで⼀貫して減少。その後、横ばい傾向。

〔対平成６年⽐で約▲52万⼈（▲16％）〕

地⽅公共団体の総職員数の推移（平成６年〜令和２年）
（単位：千人）

（H6）総職員数
最大

▲52万人（▲16％）
（R2 対 H6年比）

（H17~H22） 集中改革プラン
により約23万人の減

年

地方公共団体の職員数の推移（平成６年～令和２年）

対前年 対前年 対前年 対前年 対前年 対前年

増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率

H6 3,282,492 11,693 0.4 1,174,514 7,172 0.6 1,281,001 ▲ 5,452 ▲0.4

7 3,278,332 ▲ 4,160 ▲ 0.1 1,174,838 324 0.0 1,272,330 ▲ 8,671 ▲ 0.7

8 3,274,481 ▲ 3,851 ▲ 0.1 1,174,547 ▲ 291 ▲ 0.0 1,263,616 ▲ 8,714 ▲ 0.7

9 3,267,118 ▲ 7,363 ▲ 0.2 1,171,694 ▲ 2,853 ▲ 0.2 1,252,901 ▲ 10,715 ▲ 0.8

10 3,249,494 ▲ 17,624 ▲ 0.5 1,165,968 ▲ 5,726 ▲ 0.5 1,239,730 ▲ 13,171 ▲ 1.1

11 3,232,158 ▲ 17,336 ▲ 0.5 1,161,430 ▲ 4,538 ▲ 0.4 1,226,549 ▲ 13,181 ▲ 1.1

12 3,204,297 ▲ 27,861 ▲ 0.9 1,151,533 ▲ 9,897 ▲ 0.9 1,210,793 ▲ 15,756 ▲ 1.3

13 3,171,532 ▲ 32,765 ▲ 1.0 1,113,587 ▲ 37,946 ▲ 3.3 1,194,467 ▲ 16,326 ▲ 1.3

14 3,144,323 ▲ 27,209 ▲ 0.9 1,100,039 ▲ 13,548 ▲ 1.2 1,181,307 ▲ 13,160 ▲ 1.1

15 3,117,004 ▲ 27,319 ▲ 0.9 1,085,585 ▲ 14,454 ▲ 1.3 1,168,431 ▲ 12,876 ▲ 1.1

16 3,083,597 ▲ 33,407 ▲ 1.1 1,069,151 ▲ 16,434 ▲ 1.5 1,154,416 ▲ 14,015 ▲ 1.2

17 3,042,122 ▲ 41,475 ▲ 1.3 1,048,860 ▲ 20,291 ▲ 1.9 1,139,683 ▲ 14,733 ▲ 1.3

18 2,998,402 ▲ 43,720 ▲ 1.4 1,027,128 ▲ 21,732 ▲ 2.1 1,125,715 ▲ 13,968 ▲ 1.2

19 2,951,296 ▲ 47,106 ▲ 1.6 1,003,432 ▲ 23,696 ▲ 2.3 1,108,530 ▲ 17,185 ▲ 1.5

20 2,899,378 ▲ 51,918 ▲ 1.8 976,014 ▲ 27,418 ▲ 2.7 1,090,713 ▲ 17,817 ▲ 1.6

21 2,855,106 ▲ 44,272 ▲ 1.5 954,775 ▲ 21,239 ▲ 2.2 1,076,358 ▲ 14,355 ▲ 1.3

22 2,813,875 ▲ 41,231 ▲ 1.4 936,951 ▲ 17,824 ▲ 1.9 1,064,320 ▲ 12,038 ▲ 1.1

23 2,788,989 ▲ 24,886 ▲ 0.9 926,249 ▲ 10,702 ▲ 1.1 1,055,313 ▲ 9,007 ▲ 0.8

24 2,768,913 ▲ 20,076 ▲ 0.7 915,869 ▲ 10,380 ▲ 1.1 1,047,884 ▲ 7,429 ▲ 0.7

25 2,752,484 ▲ 16,429 ▲ 0.6 909,340 ▲ 6,529 ▲ 0.7 1,037,527 ▲ 10,357 ▲ 1.0

26 2,743,654 ▲ 8,830 ▲ 0.3 908,570 ▲ 770 ▲ 0.1 1,032,178 ▲ 5,349 ▲ 0.5

27 2,738,337 ▲ 5,317 ▲ 0.2 909,362 792 0.1 1,024,691 ▲ 7,487 ▲ 0.7

28 2,737,263 ▲ 1,074 ▲ 0.0 910,880 1,518 0.2 1,021,527 ▲ 3,164 ▲ 0.3

29 2,742,596 5,333 0.2 915,727 4,847 0.5 1,019,060 ▲ 2,467 ▲ 0.2

30 2,736,860 ▲ 5,736 ▲ 0.2 919,097 3,370 0.4 1,012,910 ▲ 6,150 ▲ 0.6

31 2,740,653 3,793 0.1 922,764 3,667 0.4 1,014,962 2,052 0.2

R2 2,762,020 21,367 0.8 927,649 4,885 0.5 1,028,325 13,363 1.3

R2-H6 － ▲ 520,472 ▲ 15.9 － ▲ 246,865 ▲ 21.0 － ▲ 252,676 ▲ 19.7

うち教育部門

職員数
年

総数 うち一般行政部門

職員数 職員数

注）

（単位：人、％）

注） 平成13年の純減数については、調査区分の変更により、⼀般⾏政部⾨から公営企業等会計
部⾨に23,147⼈が移動しているためであり、その影響分を除いた場合の⼀般⾏政部⾨の増減数は、
▲14,799⼈（▲1.3％）となる。 〔地⽅公共団体定員管理調査（令和2年4⽉1⽇現在）〕11



平成６年からの部⾨別職員数の推移（平成６年を100とした場合の指数）

※平成１３年度に⽣じている⼀般⾏政部⾨と公営企業等会計部⾨の変動は、調査区分の変更によるもの。

○ 総職員数が減少する中、警察部⾨及び消防部⾨は、組織基盤の充実・強化のため、平成６年以降も増加傾向。
○ ⼀般⾏政部⾨は、部⾨全体では対平成６年⽐で▲21％と減少している中、防災部⾨は約３.３倍、児童相談所等

は約2.3倍、観光、福祉事務所は約1.7倍に増加。
○ 教育部⾨は、児童・⽣徒数の減少により全体で▲20％と減少している中、特別⽀援学校は約1.4倍に増加。

特別⽀援学校 （１３８．９）
義 務 教 育 （ ８２．１）
給⾷センター （ ２５．７）

防 災 （３３１．３）
児童相談所等（２２９．２）
観 光 （１６８．２）
福祉事務所 （１６５．５）
企画開発 （ ８８．０）
総務⼀般 （ ８４．９）
清 掃 （ ４８．２）

地方公共団体の部門別職員数の推移（平成６年～令和２年）

年

〔地⽅公共団体定員管理調査（令和2年4⽉1⽇現在）〕12



職種別職員数について

※の職種区分については、平成6年⼜は令和2年時点において、定員管理調査上調査を⾏っていない。

〔地⽅公共団体定員管理調査（令和2年4⽉1⽇現在）〕

（単位︓⼈、％）

区分 令和2年 平成6年 増減数 増減率

合計 2,762,020 3,282,492 ▲ 520,472 ▲ 15.9

司書 （補）・学芸員(補） 8,746 10,999 ▲ 2,253 ▲ 20.5

医師・⻭科医師 26,016 25,748 268 1.0

看護師 128,693 133,266 ▲ 4,573 ▲ 3.4

保健師・助産師 39,840 27,375 12,465 45.5

獣医師 6,373 6,793 ▲ 420 ▲ 6.2

栄養⼠ 12,086 18,535 ▲ 6,449 ▲ 34.8

保育所保育⼠ 85,574 106,257 ▲ 20,683 ▲ 19.5

施設保育⼠・寄宿舎指導員等 11,494 24,537 ▲ 13,043 ▲ 53.2

⾷品・環境衛⽣監視員 5,887 6,405 ▲ 518 ▲ 8.1

⽣活・作業等指導員 6,595 10,624 ▲ 4,029 ▲ 37.9

ケースワーカー
（⽣保・五法担当） 27,314 15,306 12,008 78.5

査察指導員 3,373 2,329 1,044 44.8

各種社会福祉司 6,072 2,282 3,790 166.1

社会教育主事 2,192 6,132 ▲ 3,940 ▲ 64.3

農業等普及指導員 7,058 13,182 ▲ 6,124 ▲ 46.5

農林⽔産技師 31,926 42,995 ▲ 11,069 ▲ 25.7

動植物飼育員 1,201 3,053 ▲ 1,852 ▲ 60.7

建築技師 23,062 21,977 1,085 4.9

⼟⽊技師 83,013 93,349 ▲ 10,336 ▲ 11.1

区分 令和2年 平成6年 増減数 増減率

技能労務職員 100,041 366,563 ▲ 266,522 ▲ 72.7

⽔道等検針員・徴収員 133 2,360 ▲ 2,227 ▲ 94.4
ホ-ムヘルパー※ 228 - 228 -
運転⼿・⾞掌等 15,765 71,341 ▲ 55,576 ▲ 77.9
守衛・庁務員等 9,058 39,208 ▲ 30,150 ▲ 76.9

電気・ボイラー等技術員 3,345 16,420 ▲ 13,075 ▲ 79.6
調理員 20,018 86,350 ▲ 66,332 ▲ 76.8

清掃職員※ 22,690 - 22,690 -
船員 2,222 4,030 ▲ 1,808 ▲ 44.9

電話交換⼿ 321 4,523 ▲ 4,202 ▲ 92.9
道路補修員 2,781 7,294 ▲ 4,513 ▲ 61.9

タイピスト・キーパンチャー※ - 1,005 ▲ 1,005 ▲ 100.0

その他の技能労務関係職 23,480 134,032 ▲ 110,552 ▲ 82.5

警察官 261,912 223,739 38,173 17.1
交通巡視員 123 2,072 ▲ 1,949 ▲ 94.1
消防吏員 161,931 143,481 18,450 12.9
臨時職員 13,512 6,445 7,067 109.7

⼼理、職能判定員※ - 1,547 ▲ 1,547 -
失対事業監督員※ - 167 ▲ 167 -

その他の⼀般事務関係職 759,511 877,436 ▲ 117,925 ▲ 13.4

その他の⼀般技術関係職 61,658 90,808 ▲ 29,150 ▲ 32.1
その他の医療技術者 42,506 35,548 6,958 19.6

その他の教育公務員 844,311 963,542 ▲ 119,231 ▲ 12.4

13



107,017

114,108

119,824

123,830 123,210

128,569 128,668
127,249

125,981
127,592

137,093 136,448

139,820

137,131

130,398

132,592

128,981
130,256 129,892

128,869

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（人）

採用者数 退職者数

〔 「地⽅公務員給与実態調査」・「地⽅公務員の退職状況等調査」〕

年

地方公務員の採用者数・退職者数の推移（H22-R1）
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地方公務員の再任用職員数の推移（H13-R1）

フルタイム 76.8% (86⼈) 16.9% (1,383⼈) 22.4% (2,090⼈) 23.5% (2,681⼈) 20.9% (3,842⼈) 19.7% (3,121⼈) 20.4% (3,891⼈)
短時間 23.2% (26⼈) 83.1% (6,784⼈) 77.6% (7,258⼈) 76.5% (8,745⼈) 79.1% (14,548⼈) 80.3% (12,755⼈) 79.6% (15,156⼈)
全体 100.0% (112⼈) 100.0% (8,167⼈) 100.0% (9,348⼈) 100.0% (11,426⼈) 100.0% (18,390⼈) 100.0% (15,876⼈) 100.0% (19,047⼈)

フルタイム 20.8% (7,028⼈) 20.7% (8,942⼈) 21.0% (10,860⼈) 21.4% (13,846⼈) 21.8% (14,209⼈) 22.8% (15,152⼈) 29.8% (25,229⼈)
短時間 79.2% (26,708⼈) 79.3% (34,278⼈) 79.0% (40,867⼈) 78.6% (50,930⼈) 78.2% (51,076⼈) 77.2% (51,230⼈) 70.2% (59,315⼈)
全体 100.0% (33,736⼈) 100.0% (43,220⼈) 100.0% (51,727⼈) 100.0% (64,776⼈) 100.0% (65,285⼈) 100.0% (66,382⼈) 100.0% (84,544⼈)

フルタイム 33.1% (29,520⼈) 39.0% (38,121⼈) 45.5% (50,086⼈) 48.6% (55,652⼈) 51.9% (63,401⼈)
短時間 66.9% (59,606⼈) 61.0% (59,600⼈) 54.5% (59,930⼈) 51.4% (58,848⼈) 48.1% (58,646⼈)
全体 100.0% (89,126⼈) 100.0% (97,721⼈) 100.0% (110,016⼈) 100.0% (114,500⼈) 100.0% (122,047⼈)

平成19年度

平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成27年度 平成28年度

15〔 「地⽅公務員の再任⽤実施状況等調査」〕

61歳 62歳 63歳 64歳

◆定年退職年度と
公的年⾦の⽀給
開始年齢

︓平成25年度以降、
段階的に60歳から
65歳に引上げ



集中改⾰プラン期間中の通知（平成21年8⽉25⽇付総務事務次官通知）※1

定員については、「経済財政運営と構造改⾰に関する基本⽅針2006」（平成18年7⽉７⽇閣議決定）において、５
年間で⾏政機関の国家公務員の定員純減（▲5.7％）と同程度の定員純減を⾏うとされており、各地⽅公共団体が公
表した「集中改⾰プラン」における定員管理の数値⽬標の着実な達成に取り組むとともに、各分野ごとの数値⽬標の検証・
分析を⾏いつつ、国が定める地⽅公務員の定員関係の基準等の⾒直しや公共サービス改⾰の取組について適切に反映
することなどを通じて、職員数の⼀層の純減を図ること。

集中改⾰プラン直後の通知（平成22年11⽉１⽇付総務副⼤⾂通知）※2

定員については、地域の実情を踏まえつつ、⾃主的に適正な定員管理の推進に取り組むことに留意いただきたいこと。

定員管理に関する通知の変遷（地方公務員の給与改定等に関する取り扱いについて）

※1 各都道府県知事・各指定都市市⻑・各⼈事委員会委員⻑宛て。
※2 各都道府県知事・各指定都市市⻑・各都道府県議会議⻑・各指定都市議会議⻑・各⼈事委員会委員⻑宛て。

16

直近の通知（令和2年11⽉６⽇付総務副⼤⾂通知）※2

第２ その他の事項

１ 定員については、地⽅公共団体の適正な定員管理及び⼈件費の抑制に⽀障を来すような国の施策を厳に抑制するこ

ととされているところである。各地⽅公共団体においては、⾏政の合理化、能率化を図るとともに、⾏政課題に的確に対応

できるよう、地域の実情を踏まえつつ、適正な定員管理の推進に取り組むこと。



定年引上げの概要



地方公務員法の一部を改正する法律の概要

国家公務員の定年引上げに伴い、地⽅公務員の定年も60歳から65歳まで２年に１歳ずつ段階的に引き上げられることを
踏まえ、地⽅公務員についても国家公務員と同様に以下の措置を講ずる。

１．役職定年制（管理監督職勤務上限年齢制）の導⼊
○ 組織の新陳代謝を確保し、組織活⼒を維持するため、役職定年制（管理監督職勤務上限年齢制）を導⼊する。
・ 役職定年の対象範囲及び役職定年年齢は、国家公務員との権衡を考慮した上で、条例で定める。
※ 役職定年の対象範囲は管理職⼿当の⽀給対象となっている職を、役職定年年齢は60歳を基本とする。
※ 職員の年齢別構成等の特別の事情がある場合には例外措置を講ずることができる。

２．定年前再任⽤短時間勤務制の導⼊
○ 60歳に達した⽇以後定年前に退職した職員について、本⼈の希望により、短時間勤務の職に採⽤（任期は65歳まで）
することができる制度を導⼊する。

３．情報提供・意思確認制度の新設
○ 任命権者は、当分の間、職員が60歳に達する⽇の前年度に、60歳以後の任⽤、給与、退職⼿当に関する情報を提
供するものとし、職員の60歳以後の勤務の意思を確認するよう努めるものとする。

Ⅰ 法律の内容

Ⅱ その他
給与に関する措置

○ 国家公務員の給与及び退職⼿当について以下の措置が講じられることを踏まえ、地⽅公務員についても、均衡の原
則（地⽅公務員法第24条）に基づき、条例において必要な措置を講ずるよう要請する。
・ 当分の間、60歳を超える職員の給料⽉額は、60歳前の７割⽔準に設定する。
・ 60歳に達した⽇以後に、定年前の退職を選択した職員が不利にならないよう、当分の間、「定年」を理由とする
退職と同様に退職⼿当を算定する。

【施⾏期⽇】令和５年４⽉１⽇ 18



地方公務員の定年の引上げについて

○ 地⽅公務員の定年は、国家公務員の定年を基準として、各地⽅公共団体において条例で定めるものとされている。
（地⽅公務員法第28条の６第２項）

○ 国家公務員法等改正法により、国家公務員の定年が段階的に引き上げられ、65歳とされることを踏まえ、地⽅公務員の定年につい
ても、国家公務員と同様に段階的に引き上げ、65歳とする必要。（各地⽅公共団体が条例改正で対応）
※ ただし、職務と責任の特殊性・⽋員補充の困難性により国の職員につき定められている定年（65歳）を基準として定めることが実

情に即さないと認められるときは、条例で別の定めをすることができる。

職 国家公務員 地⽅公務員

事務職員などの⼀般職員 60歳 60歳 ○国の職員につき定められている定年を基準として条例で定める年齢

○職務と責任に特殊性がある等により国の職員につき定められている定年を基
準として定めることが実情に即さない場合は、条例で別の定めをすることができ
る（特例定年）（※ 例︓離島で勤務する医師 70歳）

病院、診療所等の医師・⻭科医師 65歳 65歳 ※

庁舎の監視等を⾏う労務職員 63歳 63歳

特
例
定
年

原則
現⾏特例定年①（病院等の医師等） 現⾏特例定年②

（守衛・⽤務員等）(a) (b)以外の医師等 (b) ⼀部の医師等 ※
現⾏ 60歳 65歳 65歳 63歳

令和５年4⽉〜令和７年3⽉ 61歳 65歳 66歳 63歳

令和７年4⽉〜令和９年3⽉ 62歳 65歳 67歳 63歳

令和９年4⽉〜令和11年3⽉ 63歳 65歳 68歳 63歳

令和11年4⽉〜令和13年3⽉ 64歳 65歳 69歳 64歳

令和13年4⽉〜【完成形】 65歳 65歳 70歳 65歳

国家公務員と地⽅公務員の定年（現⾏）

段階的な引上げ期間中の定年と完成型の定年

【地方公務員法第28条の６、附則第21項、第22項】
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定年の段階的引上げについて

○ 国家公務員のスケジュールと同様、以下の通り段階的に定年を引き上げる条例改正が必要。

20



管理監督職勤務上限年齢制（いわゆる「役職定年制」）について

60歳等の誕⽣⽇
▼

最初の４⽉１⽇

▼

▼

定年退職⽇

管理監督職 ＜異動期間＞

管理監督職以外の職

この期間に他
の職に異動さ
せる 他の職への降任⼜は降給を伴う転任を、

職員の意に反して⾏うことができる

異動期間の末⽇の翌⽇以後は、
管理監督職に任命できない。
（出向からの復帰の場合も同様）

＜役職定年による降任等のイメージ＞

【地方公務員法第28条の２～第28条の４】

○ 組織の新陳代謝を確保し、組織活⼒を維持するため、管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）を導⼊する。
・ 管理監督職勤務上限年齢による降任⼜は降給を伴う転任（第28条の２）

管理監督職の職員で管理監督職勤務上限年齢に達している者を、管理監督職勤務上限年齢に達した⽇の翌⽇から最初の４⽉
１⽇までの期間（異動期間）に他の職（管理監督職以外の職等）に異動させる。

・ 管理監督職への任⽤への制限（第28条の３）
管理監督職勤務上限年齢に達している者を、異動期間の末⽇の翌⽇以後、新たに管理監督職に就けることはできない。

（管理監督職から降任等をされた職員の場合はその⽇以後、新たに管理監督職に就けることはできない。）

○ 任期付職員等、任期を定めて任⽤される職員には適⽤しない。

※管理監督職勤務上限年齢が職員の年齢よりも⾼い管理監督職に充てることもできる

21



定年前再任用短時間勤務制について

○ 定年引上げにより65歳までフルタイムで勤務することを原則とする中、60歳以降の職員の多様な働き⽅のニーズに対応
するため、60歳以降に退職した職員を、本⼈の意向を踏まえ、短時間勤務の職で再任⽤することができる制度。

○ 任期は、常勤職員の定年退職⽇に当たる⽇まで。
（勤務時間、給与の仕組み等は、現⾏の再任⽤制度（短時間勤務）と同様。）

60歳に達した⽇
（＝60歳の誕⽣⽇の前⽇）

▼
（常勤職員）

60歳に達した⽇以後に退職した者を、定年前再任
⽤短時間勤務職員として再任⽤することができる
※従前の勤務実績等に基づく選考採⽤

定年退職⽇相当⽇（定年年齢（引上げ期間中は61〜64歳。
完成後は65歳）に達した⽇以後の最初の３⽉31⽇）

▼

常勤職員を退職
（退職⼿当⽀給）

（定年前再任⽤短時間勤務職員）

定年前再任⽤短時間勤務制 現⾏の再任⽤制度（短時間勤務）

職員の⾝分 ⾮常勤職員（短時間勤務の職） ⾮常勤職員（短時間勤務の職）

職の異動（⾝分の変動） 退職後、短時間勤務の職に再任⽤ あり（短時間勤務の職に再任⽤）

定員定数上の取扱 定員外（フルタイム勤務職員と区別して別途管理） 定員外（フルタイム勤務職員と区別して別途管理）

制度利⽤可能年齢 60歳以降 60歳以降
給与 国家公務員の再任⽤職員の給与に準ずる 国家公務員の再任⽤職員の給与に準ずる
任期 常勤職員の定年退職⽇に当たる⽇まで １年を超えない範囲内

その他 フルタイム勤務への復帰は不可
（公募等を通じた選考採⽤は可能）

フルタイム勤務への復帰は不可
（公募等を通じた選考採⽤は可能）

（参考１）定年前再任⽤短時間勤務制と現⾏の再任⽤制度（短時間勤務）の⽐較

＜定年前再任⽤短時間制のイメージ＞

【地方公務員法第22条の４及び第22条の５】

（参考２）定年が段階的に引き上げられる経過期間において、65歳まで再任⽤ができるよう、現⾏の再任⽤制度と同様の仕組み（暫定再任⽤制度）を措置。

22



情報提供・意思確認制度について

○ 今回の改正に伴い、役職定年制及び定年前再任⽤短時間勤務制が導⼊されるほか、給与⽔準が60歳時点の７
割に設定されるなど、60歳以後の職員の勤務形態等が多様になることを踏まえ、60歳以後に勤務する前の段階におい
て、60歳以後の任⽤・給与・退職⼿当の制度について職員が⼗分認識し、60歳以後の勤務の意思（引き続き勤務
するか、退職するか等）を決定することが適当であることから、任命権者が⼗分な情報提供を⾏う必要。

○ 任命権者は、当分の間、職員が60歳（※）に達する年度の前年度に、60歳以後の任⽤、給与、退職⼿当に関す
る情報を提供するものとし、職員の60歳以後の勤務の意思を確認するよう努めるものとする。
※ 現⾏の特例定年の職員については、当該特例定年の年齢

１ 職員が60歳（現⾏定年）に達する年度の前年度における情報提供の義務
職員が60歳に達する年度の前年度に、60歳以後の任⽤、給与、退職⼿当に関する情報を提供するものとする。

２ 勤務継続の意思の確認の努⼒義務
上記１の情報提供を⾏った上で、 60歳（現⾏定年）に達した⽇の翌⽇以後の勤務の意思を確認するよう努める。

※ 具体的な⼿続については条例等で定める
※ 施⾏⽇の属する年度に60歳に達する職員については、その前年度に情報提供を⾏った上で、勤務の意思を確認するよう努める。
※ 臨時的任⽤職員等法律により任期を定めて任⽤される職員や⾮常勤職員、現⾏の65歳特例定年の職員等は対象としない。

【地方公務員法附則第23項～第25項】
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令和３年６⽉３⽇（⽊）参・総務委員会における公務員部⻑答弁

○ 総務省としては、定年引上げ期間中においても、各分野において地⽅公共団体が⼀定の新規採
⽤を継続的に確保することが必要であるという認識でございます。

○ ただ、具体的なこの運⽤、定年引上げで各団体が運⽤するに際しましては、各職種の年齢構成で
あるとか様々な実態を踏まえて、定年引上げ期間中の⼀時的調整のための定員措置が必要である
かどうかというのをまずは検討していただくことが必要だと思っています。その検討状況をきちんと私どもと
して、まずは把握をしてまいりたいと思っています。

○ その検討状況を把握しながら、どういう考え⽅で整理をしたらいいかということは、総務省としても、そ
の定年引上げ期間中の新規採⽤の確保に向けた⽅法として、⼀時的な調整のための定員措置の
考え⽅、これを整理をして、留意点ということで必要な助⾔をしてまいりたいというふうに思っているところ
でございます。

（参考）定年引上げ期間中における定員管理について
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定年引上げに伴う定員管理に関する論点
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R14の年齢構成と職員数の単純化したモデル

定年引上げに伴う定員管理への影響①

（⼈）
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（歳）

[モデルの前提条件]
① R5.4時点で、各年齢層に100⼈の職員が在職していると仮定
② R14まで、定員は⼀定と仮定（退職者分を採⽤で補充）
③ 定年退職者以外の退職は⽣じないものと仮定
④ 新規採⽤者は全て23歳と仮定

定年の引上げ

平準化した
場合の
採⽤者数
＝50⼈

定年退職者が２年に１回しか出ないため、
隔年で採⽤者数が０⼈になる。



定年引上げに伴う定員管理への影響②

［定年引上げ期間中］
① 定年退職者が２年に１度のみ
→  定年退職者分のみを採⽤した場合、職員の年齢構

成が歪になる。

→  前年度に定年退職者がいない場合でも、⼀定数の
採⽤枠を確保することが求められるのではないか。
（定年退職者分を平準化して採⽤するだけで、

継続的な組織運営が可能か。）

② 段階的に60歳以降の常勤職員が増加

定年引上げによる主な影響
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［定年引上げ後］
① 60歳以降の常勤職員の増加

▷ 活躍の場、業務執⾏のあり⽅
について、組織全体の運営に
資するよう検討

※職種ごとに継続的な組織運営に⽀障が⽣じるおそれ
・ 公務組織における新陳代謝の維持
・ 知識や技術、経験等の継承・蓄積 が困難化
・ 計画的な⼈事配置・⼈材育成

定員管理に係る論点項⽬

①⼀時的な調整のための定員措置のあり⽅

② 新規採⽤の継続（採⽤上の⼯夫）

③ 60歳以降の職員の働き⽅の動向を踏まえた定員管理

④ ⾼齢職員の構成⽐が⾼くなる中で、⾏政の合理化、
能率化を図るために必要となる取組

・ 必要な⾏政サービスを将来にわたって、安定的に
提供できる体制の確保

・ 専⾨的な知⾒の継承



論点：60歳以降の職員の働き方の動向を踏まえた定員管理

現⾏
(60歳定年)

定 年
引上げ
期 間

（62歳定年の場合）

制 度
完成後

(65歳定年)

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

○現職(常勤)

○現職(常勤)

○現職(常勤)

○再任⽤(フル)
△再任⽤(短)
×退職

○現職(常勤)

△定年前再任⽤(短)
×退職

○再任⽤(フル)
△再任⽤(短)
×退職

○再任⽤(フル)
△再任⽤(短)
×退職

○暫定再任⽤(ﾌﾙ)
△暫定再任⽤(短)

×退職

○再任⽤(フル)
△再任⽤(短)
×退職

○再任⽤(フル)
△再任⽤(短)
×退職

○現職(常勤)

△定年前再任⽤(短)
×退職

○現職(常勤)

△定年前再任⽤(短)
×退職

○暫定再任⽤(ﾌﾙ)
△暫定再任⽤(短)

×退職

○暫定再任⽤(ﾌﾙ)
△暫定再任⽤(短)

×退職

○現職(常勤)

△定年前再任⽤(短)
×退職

○現職(常勤)

△定年前再任⽤(短)
×退職

○現職(常勤)

△定年前再任⽤(短)
×退職

○現職(常勤)

△定年前再任⽤(短)
×退職

【 課 題 】再任⽤制度の運⽤状況等により定員増となる可能性が⽣じうるのではないか。

１ 職員の再任⽤については、雇⽤と年⾦の接続を図るため、以下のとおり各地⽅公共団
体へ助⾔を⾏っている。
・ 定年退職する職員が再任⽤を希望する場合、当該職員の任命権者は、当該職員
が年⾦⽀給開始年齢に達するまで、常時勤務を要する職（ﾌﾙﾀｲﾑ職）に当該職員を
再任⽤するものとすること。ただし、当該任命権者は、職員の年齢別構成の適正化を
図る観点から再任⽤を希望する職員をﾌﾙﾀｲﾑ職に再任⽤することが困難であると認めら
れる場合⼜は当該職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、当
該職員が年⾦⽀給開始年齢に達するまで、短時間勤務の職に当該職員を再任⽤す
ることができること。

２ ⼀⽅で、定年引上げ後は、職員の勤務継続の意思を確認しつつ、職員が定年前再任
⽤短時間勤務を希望しない限りは、定年年齢までは常時勤務することとなる。

※再任⽤ﾌﾙﾀｲﾑ勤務は定数条例の対象、短時間勤務職員は定数条例の対象とせず別途管理
となっている。

【課題への対応(案)】
職種ごとに、これまでの再

任⽤制度の運⽤状況や職
員の60歳以降の勤務に関
する動向を的確に把握の上、
採⽤計画を策定することが
必要ではないか。

【 60歳以降の勤務形態と定員管理の関係】

○︓定数条例の対象 △︓定数条例の対象外（別途管理） ×︓定数外

(想定される例）

現⾏︓定員2⼈
再任⽤ﾌﾙﾀｲﾑ 2⼈
再任⽤短時間 8⼈

R5以降︓定員10⼈
常勤職員 10⼈

〇再任⽤職員数(R１年度)
・ﾌﾙﾀｲﾑ ︓63,401⼈(51.9%)
・短時間︓58,646⼈(48.1%)
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論点：新規採用の継続

【課題への対応（案）】

１ 定年引上げにより⾏政需要が増加するわけではないため、
定年が引き上げられたことのみをもって、増員する理由には
ならない。

２ ⼀⽅で、継続的な組織運営に⽀障が⽣じないよう、定年
引上げ期間中の新規採⽤の継続的な確保にも留意する
必要がある。

３ そのため、各団体における「⼀時的な調整のための定員措
置」のあり⽅について、検討が必要ではないか。

【 課 題 】
定年引上げ期間中の採⽤のあり⽅をどうするか。

１ 定年を引き上げた年度は定年退職者が⽣じな
いため、定員が⼀定であれば、その翌年度の採⽤
者数を⼤幅に減少せざるを得ない状況が⽣じうる。

２ 公務部⾨における優秀な⼈材の確保の観点か
らは、⼀定数の採⽤枠を継続して確保することが
望ましい。（また、地⽅公務員を志望する者から
⾒ても、採⽤機会が年度ごとに⼤きく変動するこ
とは好ましいものではない。）

３ また、新規採⽤者数を年度によって⼤幅に変動
させると、職員の年齢構成に偏りが⽣じ、継続的
な組織運営に⽀障が⽣じるおそれがある。

４ ⼀⽅で、毎年⼀定数の採⽤を継続した場合に
は、定員増となる可能性がある。

29


